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4年間の副専門教育と今後の課題
松名 隆*
Four Years' Minor Education and Its Problems Ahead 
Takashi MATSUNA 
(論文受理日 平成9年8月20日)
Abstract 
For the past four years we have been engaged in the minor education， which was newly 
introdu田 din 1993 along the line of the Monbusho's broadening of the National Standards for 
the Establishment of Universities. After having looked back to these four years and examined 
the new education system， this paper shows the scheme and features of the revised minor 
curriculum， which has just started in the1997 academic year， and suggests several problems 
ahead. 
Key words: Deregulation in higher education， Minor education， Freedom of choice 
o.はじめに a
平成5年度より、それまでの一般教育課程から副専
門教育課程へと大幅なカリキュラムの改訂がなされて
からまる 4年経過し、今年度で 5年目となる。移行当
初は、教官各々に少なからぬ不安と戸惑いがあったで
あろうと推察されるが、筆者も含めて、現在ようやく
との新しい体制に馴染んできたところではないかと思
われる。
このような状況のなかで、本学では平成9年度から
副専門教育課程の最初の大きな改訂へと踏み切った。
カリキュラムが4年目まで一巡したところでの改訂で
あるが、平成8年度 1年聞をかけて議論を積み重ねて
きた上でのものである。
*共通講座・言語科学講座
そこで本稿においては、乙れまでの議論を踏まえた
上で、平成 5年度~平成 8年度までのカリキュラム(以
下とれを「旧カリ」と略記)について、それ以前の大
綱化される前の大学設置基準(以下「旧設置基準」と
略記)の下でのカリキュラムから、大綱化された設置
基準(以下「新設置基準」と略記)にもとづくカリキ
ュラムへの発展の意義を含めつつ、現時点での総括的
検証をおこない、その後に平成9年度からの新しいカ
リキュラム(以下「新カリ Jと略記)への新たな展開
の意義と今後の展望についての卑見を述べさせていた
だきたい。
1.一般教育課程から副専門教育課程への改組再橿
の中間的総括
1.1 全体的総括
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1.1.1 大学設置基準大綱化(大学教育における「規
制緩和J)と本学の改組再編
旧設置基準における人文・社会・自然および外国語・
保健体育にわたる一般教育課程に関する細かな規定が
弾力化され、新設置基準においては、各大学が独自の
教育理念にもとづいて、それまでよりも大幅に自由な
カリキュラムを編成することが可能となった。このこ
とはとりもなおさず、大学における一般教育・一般教
養について、それをどのように大学教育全体のなかに
位置づけるのかという問題を、大学関係者各々にあら
ためて突きつけるものであった。
旧設置基準の下での大学教育が戦後の長きにわたっ
ておこなわれてきた間に、一般教育の形骸化という批
判に大学は直面した。それまで教育の枠組みに関して
は半ば思考停止状態であった大学人が、自分の担当の
科目のみならず、との教育の大枠についても各々が考
えなければならない事態となったのである。
このような状況のなかで、本学においても一般教育
課程の改革へ向けての議論が重ねられ、筆者も一般教
育専門委員会の委員の一人としてそこに参加してきた
のであるが、当初は旧設置基準を大前提として、その
大枠のなかでどのように本学の一般教育を見直してゆ
くのかが主たる課題であったが、後半は新設置基準の
適用を前提としての議論へと大きな枠組みの転換が図
られていった。
もとより新設置基準においても、旧設置基準の下に
おけるのと同様のカリキュラムを編成することも可能
であったが、本学においては設置基準の大綱化を積極
的にとらえて、旧設置基準の下では不可能であったカ
リキュラムの大幅な改訂へと踏み出したのである。こ
れは正に大学教育における「規制緩和」の賜物である
が、それはまた、自らが編成したカリキュラムを生か
すも殺すもその大学自身の責任においてなされるべき
であるという、教育における「大学自治」の権利と同
時にその重大な責務を本学もあらたに担うとととなっ
たということである。
新設置基準にたいするこのような本学の対応は、か
なり思いきったものであり、またこのあらたな設置基
準の性格上不断の自己変革を迫るものであるという点
で、本学における教育への取り組みを活性化させ、そ
れが平成9年度からの新カリ導入へとつながったので
ある。
1.1.2 積み上げ教育から並行教育への転換の意
味 一二重の『規制緩和』ー
旧設置基準においては、一般教育が専門教育の基
礎・準備段階として位置づけられ、一般教育ー〉専門教
育という流れのなかで、 「積み上げ」的大学教育が長
いあいだ行われてきた。そのなかで一般教育は、専門
教育への橋渡しという役割を担ってきたわけであるが、
それがしだいに、個別・特殊的な専門教育との有機的
な連闘が見失われ、建て前上はさておいて、一般教育
が専門教育へのたんなる「通過点」という意識を教官
(とくに「専門」の) ・学生双方が抱くにいたったと
いうのが、近年の実態であったと思われる。
このような閉塞状況を打破するためには、これまで
とは異なった大きな発想の転換が必要であった。との
転換を可能としたのが、前項で述べた大学設置基準の
大綱化であるが、このカリキュラム編成の弾力化の方
針に沿って本学で検討の結果生まれたのが、一般教育
から専門教育へという「積み上げj 教育から、主専門
と副専門を学部の4年間にわたって学生に同時に学ば
せる「並行」教育への大転換であった。それは、教官・
学生双方に大きな意味をもつものであった。
この新たな枠組みにおいて、従来の一般教育は副専
門教育という形で主専門教育と同等の地位を付与され
たわけであるが、とれは同時にたんなる名称の変更で
はなく、主専門教育との連携のありかたを改めて当事
者に問いかけるものであった。すなわち、形式的に主
専門と同時並行的に教育がなされるばかりではなく、
副「専門」として、内容的にも「並行J的に学生に学
ばせるだけの意味づけと枠組みをあらたに作り出さね
ばならなくなり、これが「コース制」導入へとつなが
っていったわけである。
とれは、旧設置基準の下でその意義が見失われよう
としていた一般教育のあらたな方向づけの試みである
が、たとえ「副」とはいえ、 「専門J教育としての意
義と責任を、担当者はこれからも問いつづけなければ
ならないであろう。
一方学生は、自らの問題意識にもとづいて様々な科
目・コースを主体的に選択し、ある特定の分野に関す
る知識・技能を深めることも可能となり、選択の自由
度の拡大が、彼らの自覚的な大学教育への取り組みを
促すきっかけとなりうるものであった。すなわち、入
学時にすでに選択していた主専門にたいして、副専門
を自らどのように位置づけ、両者を関連づけていくの
かという課題を、学生の側も担うこととなったのであ
る。これは、前項で述べた「規制緩和Jの波を、学生
にも及ぼすものであった。
1.1.3各コースへの学生の分属方法・時期の問題
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こうして現在の学生の問題意識・関心にできるだけ
対応することを視野に入れつつ、現行のスタッフだけ
でもほぼ可能な副専門教育課程を編成するなかで、 5
つのコースを設け、学生にそのいずれか 1つを選択さ
せる体制がスタートした。これら 5コースは、副「専
門Jコースとしてそれぞれ独自の性格を付与されてお
り、そこからも当然、学生の選択の偏りはある程度予
測できたととである。
そして実際の選択の結果としては予想以上の偏りで、
これにどう対処するかが初年度からの問題であった。
ことで先ず最初に、学生の主体的な「選択の自由」と
少人数ゼミを含むコース教育をどう調整していくのか
という課題に直面する。実際あまりにも多くの学生を
自コースに受け入れた場合、最初のプレゼミがゼミの
体をなさなくなる可能性がある。
そこで分属希望学生数が限度を越えていると判断し
たコースでは、当該コースでの勉学への意欲を確認す
るための志望理白書を書かせるなどの方法で、他コー
スへの変更を促してきたのであるが、学生の選択意欲
をどのように分属に際して取り込んでいくのかという
問題とともに、分属時期が新カリを議論するなかでも
問題となった。
次章でも触れるととになるが、本学で副専門教育が
始まってから 4年間、学生のコース選択は後期(10
月開始)からのプレゼミに聞に合うように、入学後間
もない 6月から行われてきた。そのため、 1年生全体
にたいする各コースの説明は一度行われるものの、入
学前に選択してきた主専門にたいして、どの副専門コ
ースが自分にとって本当に意味をもつのかを考える時
間も材料も与えられないままに、学生はコース選択を
迫られてきた。そうなると彼らは、高校までの学習経
験を大きな拠りどとろとしてコースを選ぶのも無理か
らぬことで、大学での副専門の意義を実際の講義・授
業等である程度理解したうえで選ばせるためには、分
属時期を遅らせるのもひとつの方法ということになっ
た。
しかし、ここで筆者を含めて我々副専門担当者が反
省しなければならないと思うことは、主導門にたいす
る副専門、さらには自コースの意義を各自がどれだけ
学生に説明してきたかという点であるが、これも本学
での教官組織の改革、大学院修士課程への参画等とカ
リキュラムの大改訂が重なって、自分の分担をこなす
ので精一杯であったことも否定できないとはいえ、今
後各コース全体で考えていかねばならないことであろ
う。特に、選択学生数が少ないコースにおいてはそう
であろう。
1.1.4 少人数教育としてのプレゼミの理念と現
実ー『選択の自由Jとの矛盾ー
さて、主専門教育課程と「並立」するものとして発
足した副専門教育課程であったが、そのなかで、それ
までの一般教育ではシステム上ほぼ不可能であった、
そしてその副「専門」性を明瞭に押し出そうとした試
みのひとつが、 「少人数J教育としてのプレゼミナー
ルであった。各コースに分属した学生の、そのコース
への円滑な導入と、コース担当教官とのより親密なコ
ミュニケーションをはかるというのが、その当初の理
念であった。
しかしこのあらたな試みは、前項で取り上げた学生
の各コースへの分属方法の問題と同様に、これと学生
の「選択の自由」との調整をどのようにはかっていく
のかという困難な課題とただちに直面することになる。
すなわち、コースのなかでどのプレゼミに属するかを
完全に学生の選択に任せた場合、各ゼミの希望者数の
聞に著しい差が生じて、多人数のゼミでは上記の理念
の実現が困難となるケースもでてきたのである。また
逆に所属プレゼミを前もってこちらから指定した場合
には、学生の勉学意欲を低下させる可能性もある。
この問題に対しては、各コースの特殊性からそれぞ
れ独自の対応をこれまでしてきたのであるが、すべて
のコースでそれがうまくいっているわけではないのが
現状である。ごとで筆者が指摘しておきたいことは、
本来コースのプレゼミとは如何にあるべきかというこ
とである。すなわち既に記したように、それは「コー
スへの円滑な導入」を図るものであって、けっして教
官個人の専門への導入を直接はかるべきものではない
ということである。プレゼミが個人ゼミの色彩を強く
もつほどに、学生の選択が多様化するのは自然なこと
であり、上記の矛盾は避けられないものとなる。これ
は今回の新カリ導入に際しでも依然として積み残され
た課題であり、プレゼミのあり方そのものを含めてさ
らに議論を深めていくととが今後必要であろう。
1.1.5共通科目とコース別科目のバランスの問題
旧カリの副専門教育課程は、外国語・体育を含む共
通科目と副「専門」性をより具体化したコース別科目
から構成されていた。共通科目は、上記2分野を除い
ては旧設置基準時代の大人数を前提とした講義科目が
主体で、一方コース別科目には、前項のプレゼミ(必
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修)ばかりではなく、選択のゼミをも取り入れて、少
人数教育を念頭においた科目群も含まれている。
とのように、科目構成においては旧設置基準下では
ほとんど実現不可能な画期的な側面をもったものであ
ったが、共通科目の必要取得単位が 26単位(外国語・
体育を除けば 16単位)であるのにたいして、コース
別科目のそれは必修のプレゼミを含めて 10単位であ
った。これは、副専門の「専門」性を主として担って
いる部分が、相対的にはそれほど強調されず、それよ
りも、共通科目における学生の「選択の自由」を重視
する構成ということである。
ここで問題は、副「専門」性の確立と学生の自由な
選択意志との調整をどのレヴェルではかつていくかと
いうことであろう。先にも触れたように、学生の自由
選択をある程度保証することは、彼らの自立的学習を
促す必要条件のひとつであろう。しかしもう一方で、
副専門の「専門」性を確保するためには、学生に好き
なように科目を選ばせるわけにもいかないのである。
旧カリではこの両者のバランスを全コース一律に規定
していたが、次章で述べるように、新カリにおいては
各コースの独自性がそこに色濃く反映されたものとな
った。
1.2 言語科学コースの総括
1.2.1 共通必修科目の外国語について
新設置基準では、外国語についても各大学の裁量に
大幅に委ねられることとなった。本学では英語A・B.
C3科目 6単位、 ドイツ語 I・中国語 I・ロシア語 I
いずれか 1科目 2単位を必修とした。
英語3科目については、
1) AがListening、BがReading、CがWritingとそ
れぞれ授業分野を特定。
2) B以外はテキストを数種類に限定し、そのなかか
ら授業担当者が選定する。
3) A、Bについては週2回の授業を行う。
などの特徴をもたせた。 1)、 2)については、それ
まで各授業担当者の独自の判断に委ねられていたテキ
スト選定、具体的授業内容の設定などの作業をある程
度共同化するととで、同一名科目の教育目標・内容を、
担当者の独自の創意・工夫の余地を奪わない範囲で統
一化しようとしたものである。また 3)は、アメリカ
などでも行われているように、集中的な学習の効果を
ねらったものである。
こうした教育目標・内容のある程度の統一化の試み
は、平成 5年度から始まったシラパスの作成と相まっ
て、大学での英語教育はいかにあるべきかということ
について、担当者達にあらためて考えさせるきっかけ
を与え、同じ科目名の授業を担当していながら、その
中味に関しての議論は、大学人としての担当者個人の
考え方を尊重するという建て前のもとに、それまで長
年にわたって半ばタブー視されていた雰囲気を打ち破
るものであった。
しかしながらこれらの新たな試みは、それまで長年
の自分独自のやり方に慣れてきた筆者を含めた担当者
達にとっては大きな改革であり、 4年が経過して、よ
うやくこの枠組みに頭と体が適応してきた段階であろ
うと思われるが、本学での英語教育に関する議論は、
時代の要請にいかに応えるかを考えながら、シラパス
の一層の充実も含めて、今後さらに深めていく必要が
あろう。
また平成 5年度からの副専門カリキュラムの開始に
あわせて、それまでのドイツ語に中国語・ロシア語が
加わった。これは近年の国際情勢の変化に対応したも
のであるが、 1年次のドイツ語 Iを取得して卒業要件
の2単位を満たしているにもかかわらず、さらに 2年
次以降に中国語ないしロシア語の単位の取得を希望す
る学生が多数みられることから、彼らの興味・学習意
欲に応えた新たな外国語授業の導入であったと言えよ
つ。
1.2.2 コース別科目について
1.1.5で触れたように、旧カリにおけるコース別科目
の卒業要件単位は、各コースとも 10単位であった。
そのなかでプレゼミ(2単位)のみが必修であるが、
言語科学コースでは、このフレゼミに他のコースとは
異なる独自性をもたせて、ネイティブ・スピーカーに
よる英語の授業を設定した。これは、このコースの教
育目標のひとつである「外国語を運用して国際人とし
ての役割を果たすことのできる能力を持った人材を養
成するj という観点から、先ず最初にコースの学生に
はネイティブの生の英語に触れさせ、彼らとの初歩的
なコミュニケーションを体験させることを念頭におい
たものであった。
この試みはそれなりに意味があったと思われるが、
一方で、プレゼミの理念のひとつである、各コース担
当者とのよりきめ細かなコミュニケーションを図ると
いう目標は実現しえないままであった。この点につい
ては、他のコースの多くのプレゼミと異なり、学生と
の個人的な対話が当コースでは不足しがちであったこ
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とは否めないであろう。そこで次章で述べるように、
新カリでは、この当初の理念にできるだけ沿うかたち
での内容の変更を図ることとした。
次に旧設置基準時代にはなかった言語科学コースで
の新たな試みとして、一部の同一名科目について、そ
れを複数のものが担当し、同時開講して、受講クラス
は学生に自由に選ばせるとととした。その結果として、
上述の・学生のコース選択、フレゼミ選択の場合と同
様に、クラス聞に受講学生数の差が大きく現れた。こ
こでもまた学生の「選択の自由」との調整という問題
にぶつかったのである。これについては、クラス聞の
人数に大きく差がでた場合の多人数クラスでの授業効
果の低下を懸念する意見と、あくまでも学生の選択意
志は尊重すべきであるという意見とで、担当者間の議
論が分かれるところであった。
また言語科学コースの特殊性として、学生にも発表
させる「演習J科目の単位を、従来の外国語の単位と
同様に 15週で 1単位とした。しかし、他のコースで
は15週で2単位ということで、当コースの学生にと
っては、上述のコース別科目の卒業要件単位 10単位
を取得するのにもより多くの時間を要するとととなり、
相当の負担感を与えたようで、新カリではこの点の是
正も図ることとした。
2. 副専門教育課程の将来への展望と課題
2.1全体的展望と課題
2.1.1新カリキュラムへの発展の意義
このように本学では、旧設置基準における一般教育
をコース別の副専門教育という形で再編成したわけで
あるが、上述のように、この4年間で様々な問題に直
面し、今回の新カリでは、それらを踏まえた大小いく
つかの改訂が試みられた。
先ず大枠の変更としては、1.1.5でも指摘したように、
各コースの独自性を前面に押し出すカリキュラム編成
としたことである。すなわち、旧カリにおける共通科
目は外国語等一部をのぞいて、ほとんどがコース別科
目として位置づけし直され、コースの副「専門」性が
より強調される形となった。これは、副専門教育の理
念により忠実な形態へと発展したものと捉えることが
できょう。
その上さらに、旧カリではコース別科目の卒業要件
単位が 10単位に統一されていたものを、新カリでは
とれを自らのコースの理念・特殊性に応じて、各コー
スが独自に定めることとなり、その結果この要件単位
は、コース問で 14"'"'20単位の幅を生じることとな
った。
こうしてコースの独自性がより強調される形となっ
たが、一方では、他コースの特定の科目を自コースの
科目としても認定する仕組みを新たに導入したととに
よって、この独自性の幅が拡大された。これは一見コ
ースの独自性の希薄化のようであるが、そうではなく、
他コースの科目を取り込むことによるコースの新たな
個性化と考えるべきであろう。
2.1.2コース分属時期の変更について
1.1.3で述べたように、旧カリでのこの 4年間、各コ
ースに分属した学生数には相当のバラツキがあった。
その理由については、そこで指摘したことなど様々考
えられるであろうが、なによりも問題なのは、分属希
望コースを入学後間もない頃に決定しなければならな
いために、各コースの特徴を吟味する機会も材料も十
分ないままに選択がなされる可能性があることであっ
た。
そこで分属時期を半年遅らせて 2年目の4月からと
し、入学後の 1年間は、各コース別の科目の中で、将
来そのコースに所属しなくても副専門教育課程全体の
卒業要件単位 (36単位)には含まれる科目を、学生
に自由に選択させ、それを踏まえて所属希望コースを
決定させるという仕組みを今回取り入れたのであるが、
分属時期を 2年目からとしたことには、コース別教育
の早期からの導入による効果という観点から、異論が
ないわけではなかった。
しかし学生の「選択の自由Jは、その選択のための
諸条件ができるだけ整った上でのものでなければ、真
の「自由」とは言えないであろう。そして、その上で
なおコース聞の人数にバラツキが生じたとしても、そ
れはある程度是認せざるを得ないと思われる。その意
味でも、新カリの下での各コース所属希望者数の変化
(あるいは無変化)とその内容に注目したいところで
ある。
2.1.3残された諸課題
1.1.1で既に言及したように、大学設置基準の大綱化
は各大学の不断の自己変革を迫り、かつそれを可能と
するものであって、今回の新カリ導入はまさにそれを
実践したものであったが、いくつかの検討すべき課題
が残された。
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先ず1.1.4で取り上げたプレゼミの問題であるが漸
カリの検討の中で、これを従来通り必修にすべきか否
か、またとれを廃止すべきか否かで大議論となった。
これはその項でも指摘したように、プレゼミの理念と
内容に関わるものであり、そこのコース間での違いが
意見の相違となって現れた。「コースへの円滑な導入J
を図る目的であるならば、プレゼミを必修にする必要
もあろうが、 「教宮個人の専門への導入」が目的とな
ると、あえてゼミを必修にする必然性もなく、ゼミを
取るか否かは学生の選択に任せる方が自然であろう。
さらにまた、教官個人の専門のゼミであるなら、プレ
ゼミでなくとも構わないのではないかという考え方も
できょう。しかし今回の改訂では、その辺りの議論が
煮つめ切れないまま、従来通りの必修プレゼミで全コ
ース統一されたことは今後に大きな課題を残すことと
なった。
次に、プレゼミとは別に、一年入学当初に全学の教
官が参加するフレッシュマン・ゼミも話題に上ったが、
これを実現するためには主・副両専門の一層の交流が
必要となるであろう。
また前項との関連で、コース分属人数に依然として
大きなバラツキが出た場合、これにどう対処していく
かはこれからも工夫しつづけていかなければならない
課題である。
そして最後に、本学の副専門教育の位置づけと役割
に大きく関わる「卒業研究」の今後のあり方が、まさ
に現在進行中の議論となっているが、主専門教育との
連携の仕方も含めて早急に対応を迫る課題となってい
る。
2.2言語科学コースの展望と課題
2.2.1コース教育の鮮明化
今回の新カリによってコースの副「専門」性がより
強調されたことは既に述べたが、言語科学コースでは
その点がより一層鮮明な形をとることとなった。すな
わち当コースでは、コース別科目の卒業要件単位を 5
コース中最も多い 20単位以上とし、さらにその中で、
原則としてコースの学生にのみ開講される科目の卒業
要件単位を 12単位以上と定めたが、後者の規定は当
コース独自のものである。，
このように、言語科学コースでは他コース以上に自
コースでの学習の強化を図っているが、これは1.2.2
で述べたように、今回の改訂で 1単位科目を 2単位科
目に読み替えたとととも関係しており、卒業要件単位
としては、旧カリと実質的にそれほど大きな差ではな
いとも言えよう。
2.2.2コース別科目の大幅な見直し
1.2.2では、同一名科目を複数同時開講して学生に選
択させた時に生じた問題に触れたが、新カリでは、各
担当者が独自の名称で開講する科目数を大幅に増やし、
逆にとの同一名科目の複数同時開講を一部を除いて取
りやめることとした。これは、自分の開講する科目に
ついては担当者の工夫した独自の授業計画をシラパス
で公開し、学生に自由に選択させるというもので、当
コースのコース別科目の個別化・個性化を一気に押し
進めたものである。ちなみに新たな科目として、
iTOEFL英語演習」、 「インターネット英語演習」、
「時事英語講読演習」、 「ポップス英語演習」、 「マ
ルチメディア英語演習J、 「英米小説講読演習」等多
彩な企画が顔をそろえるとととなった。
このように今回科目の個別化・個性化を図ったこと
で、各担当者の自立性が高められたことは、本学の英
語教育が新たな段階を迎えたととを意味している。
2.2.3新たなプレゼミ方式の導入
1.1.4及び1.2.2において、本学のプレゼミ全般、さ
らに言語科学コースのプレゼミに関する問題を取り上
げたが、当コースではそれらを踏まえて、新たなプレ
ゼミ方式を導入することとした。具体的には、コース
の外国人教官を除く英語担当者全員が、同じ英文法の
テキストを使って、シラパスも統一し、ほぽ均等にク
ラス配分された学生とゼミを展開するというものであ
る。
これはネイティブ・スピーカーとの初歩的なコミュ
ニケーションの意義はそれなりに認めつつも、コース
担当者と学生との対話の重要性も、プレゼミの理念の
ひとつとして無視できないことを確認するにいたった
ことが、変更の大きな理由である。
さらにまたこれは、 「コースへの円滑な導入」を図
るというプレゼミの当初の目的に沿ったうえで、なお
かっこれまで繰り返し述べてきた、学生の「選択の自
由」との調整もできるだけ図るひとつの方法として提
起されたものである。つまり当コースのプレゼミは、
担当者個人の専門のゼミではなく、上述の共通の目的
の下にテキストも統一するという形をとることによっ
て、学生のクラス選択の対象から除外し、それによっ
て少人数のゼミを実現しようとするものである。
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2.2.4今後のコース教育の課題
このように、言語科学コースでは新カリにおいて新
たな様々な試みを取り入れたが、それに伴う、またそ
れとは別のいくつかの課題についてここで触れておき
たい。
先ず前々項のコース別科目の個別化・個性化につい
て、学生の「選択の自由j を全面的に認めることによ
って生じる可能性が大である多人数クラスにいかに対
応するかであるが、現在のところこれといった妙案は
なく、当面は担当者の工夫に任せられることになろう
が、限度を越えた場合は全体での検討を要するであろ
つ。
次に前項の新たなプレゼミ方式であるが、テキス
ト・シラパスを統ーした中で、各担当者が自分の個性
をどう押し出していくか、統一の内容は今後どのよう
な方向へ展開していくべきかが引続き議論されねばな
らないであろう。
こうして言語科学コースでは、国際的情報化時代に
対応したカリキュラムを念頭におきつつ、旧カリを更
に発展させる形で今回の改訂を行ったわけであるが、
工学を主専門とする学生達にたいして、副専門として
の当コースがどのように有効な役割を果たすべきかが
これからも問われなければならないし、そうすること
が学生の「選択の自由」に真に応えることであろう。
3.おわりに
平成5年度からの4年間、大学設置基準の大綱化に
よる本学の一般教育改革の試みは、このように活発な
議論と更なる改革をもたらしてきた。まさに「規制緩
和」による大学教育の活性化の賜物と言えよう。
一方で、この変化のスピードに危倶と戸惑いの念を
抱く向きもあろうかと思われるが、大学において「研
究」と並ぶ2本柱の片方の「教育」ととに「一般教育」
が、旧設置基準の大枠の中であまり議論されてとなか
ったこともその一因であろう。
しかし、各大学における「教育Jの独自性が問われ
る現在の状況においては、大学の絶えざる自己変革が
求められることは否定できないことであって、本稿で
は、このような状勢の中での本学独自の副専門教育の
試みについて、筆者の見解を述べさせていただいた。
最後に、とうした具体的なカリキュラムに関する論
稿を本学の紀要に掲載することを提案・許可された泉
学長(前図書館長)をはじめとする図書委員諸氏なら
びに全学の方々に敬意を表し、また新・旧カリキュラ
ムについて貴重な意見を多数寄せられた言語科学講座
を含む共通講座の方々にお礼を申し上げます。
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